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研究成果の概要（和文）：本研究では、災害時における低体温症患者の特徴を調査し、インフラが途絶した状況下で使
用可能な体温管理デバイスを開発するための基礎知見を得ることを目的とした。【結果】東日本大震災後に発生した低
体温症による入院患者の多くは32度以上で、毛布被覆によって復温を行ったが、良好な転帰をたどった。新たな体温調
節デバイス開発は病院外診療を可能とし、災害急性期の病院負担軽減につながることが示唆された。この知見をもとに
体温維持系と冷却系の実験モデルを構築し、今後のデバイス開発に向けた模擬モデル実験を開始した。

研究成果の概要（英文）：This study was aimed to gain basic knowledge to develop body temperature control d
evice available under the stoppage of infrastructure (i.e., device that need no energy or minimum energy).
 Results; Most hypothermic inpatients in Miyagi Prefecture after the Great East Japan Earthquake had a tem
perature of 32 degree Celsius or higher, and were rewarmed primarily by using blankets. Their outcomes wer
e favorable. These indicated that the new device can treat them outside hospitals and may reduce the numbe
r of inpatients in the early stage of disaster medical care. Based on this knowledge, we build two experim
ental systems, thermo-keeping system and cooling system, and we have started experiment with these models 
for development of the new device.
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１．研究開始当初の背景 
(1) 東日本大震災発生後、津波に巻き込まれ
たことにより、多くの低体温症患者が発生し
て問題となった。多くの医療機関ではライフ
ライン途絶により病院機能低下をきたした
が、東北大学病院における地震発生直後から
の時系列記録(クロノロジー)の解析結果や、
地震発生後 72 時間以内の宮城県下における
低体温症の発生状況に関する全県調査をオ
ペレーションリサーチの観点から検討した
結果、平時のように数度の範囲で温度管理が
できなくとも、1 度程度の体温上昇で大きな
インパクトを出すことのできる可能性が示
唆された。 
(2) 従来の体温管理を行う医療機器は、体温
を数度単位で調節する発想に基づいて開発
されており、電力を主とするエネルギーを要
するものが基本である。体温調節範囲を絞り、
災害時でも使用できるようにするために無
あるいは最小限のエネルギー消費で体温管
理するという発想は今までなかった。 
(3) 東日本大震災のような大規模災害では、
多数傷病者が発生するため、体温異常患者
(低体温症や熱中症などの高体温)が多数発
生した場合には従来の体温調節機器で対応
するのは難しく、限られた患者に対してのみ
しか使用できない。体温調節範囲を最小限に
絞り、多数患者の二次的悪化を防ぐことで、
災害時の限られた医療資源の消費を防ぐこ
とができる。さらに、早期から体温管理によ
り医療機関受診を未然に防ぐことができれ
ば、災害時に医療機関への患者殺到を抑制す
ることができ、負担を軽減することが可能と
なる。 
以上より、多数傷病者に対して使用可能な体
温管理デバイスの開発が必要との発想に至
った。 
 
２．研究の目的 
最終的な目標は、災害時など、インフラが途
絶した状況下で多数傷病者に対して無・ある
いは最小限のエネルギーで、36 度±1度程度
の必要最小限の体温管理デバイスの開発す
ることである。この目的に到達するため、本
研究では以下を目標とした。 
(1) 体温調節機器開発につなげるため、東日
本大震災での対応を通じた基礎知見 (ニー
ズ・有すべき機能) を得ること。 
(2) 上記機器は、災害時のみならず、平時に
おいても救命救急･集中治療医学分野で使用
可能な体温管理デバイスであることが望ま
しい。平時と災害時の使用を両立させるため
ためのバランスポイントを探索する。 
(3) 上記 2つの目的を達成するデバイスの仕
様決定するための基礎的実験を行う 
 
３．研究の方法 
(1) 東日本大震災を通じた急性期災害時に
おいて医療機関が医療提供を行うために必
要な機能・ニーズ調査 

①宮城県内二次・三次救急医療機関全 72 施
設を対象とした全県調査 
前述の全県調査の一環として、引き続き東日
本大震災発生後に来院した低体温症患者症
例について来院時体温、復温方法、転帰等に
ついて調査した。これら調査の結果から、災
害時に求められる体温調節機器の機能(温度
調節能)について洗い出した。 
(2) 体温調節に関する基礎的実験・体温調節
デバイスの試作 
上記調査から得られたデータをもとに、工
学・流体力学的見地から素材の選定と模擬モ
デル実験を行った。 
 
４．研究成果 
(1) 東日本大震災において宮城県内で発生
した低体温症患者についての全県調査 
2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災で
は、宮城県内の多くの災害拠点病院に患者が
殺到し、職員は忙殺された。しかし忙殺され
た業務内容は従来想定されていた災害急性
期の多数発生した外傷患者に対する診療で
はなく、環境異常による低体温や溺水、津波
によって全てを失った患者が服薬を継続で
きなくなったことによる持病悪化、脳卒中や
心筋梗塞に対する診療が主であった。低体温
症患者の転帰について明らかにすることを
目的とした我々の調査では(詳細は Disaster 
Medicine and Public Health Preparedness
誌に投稿中)、暖房設備が使用できない中、
多くの入院患者は毛布被覆によって復温を
行ったが、転帰は良好であった。また、32 度
～35.9 度までの軽度低体温症患者と低体温
症予備群が圧倒的多数を占めており、災害急
性期の病院にかかる負荷の一つと考えられ
た。これらの入院患者診療を新しいデバイス
開発により病院外診療を可能にすることで、
災害急性期の病院負担軽減可能であること
をより明確に示すことができた。 
これが実現すれば急性期災害医療の負担軽
減に貢献することができる。また、今後の災
害医療のあり方について意見交換するため、
危機管理の先進国であり、さらにしばしば災
害に遭遇する米国西海岸の識者との意見交
換を行った（2012 年 6月カリフォルニア州サ
ンフランシスコ･サクラメント他）。この中で
東日本大震災における我が国の対応は、個人
の活動は非常に献身的で素晴らしいもので
あったが、組織的な対応としては課題が残る
というのが海外の評価であった。低体温症患
者に限らず、東日本大震災で問題となった点
について明らかにし、情報発信していき、新
たな災害対応方法の確立やデバイスの開発
を我が国が行っていくことが海外からのニ
ーズであることが明確となった。 
 平成 25 年度は引き続き、災害診療の質の
向上を目指して横断的に調査を行った。当年
度はさらに災害時における病院機能維持 
(Business Continuity Plan) に着目し、病
院、特に災害拠点病院におけるライフライン



（電気・ガス・水道）についての準備状況や
災害対策について、調査や識者と意見交換し
た。この中で、災害対策は災害発生時に特別
なことをやるのではなく、安全点検や機器点
検、患者診療といった日常業務がそのまま災
害時に活かすことができるように業務内容
を工夫していくことが重要であることが明
らかになった。診療機器の観点からは、平常
時や災害時であろうと関係なく使い慣れた
機器が使用できることが重要であるという
ことが明確となった。 
(2) 体温調節に関する基礎的実験・体温調節
デバイスの試作 
(1) で得られた知見から、体温調節機器の開
発方針は以下の通りとなった。 
①毛布被覆程度の復温方法で良好な転帰が
得られたことから、軽量で大量備蓄可能 
な保温デバイスとする 
②日常診療で使用しているデバイスが、災害
時の特殊な状況下でもそのまま使用可能な
デバイスとする 
高体温に対する介入ヒントは、東日本大震災
後の調査からは得ることはできなかった。体
温維持系と冷却系を一つのモデルに両立さ
せることは現段階では困難であったため、
我々はまず、体温調節デバイスを体温維持系
(低下の防止)と冷却系に分け、それぞれにお
いて実験をおこなった。体温維持系について
は電気等のエネルギーを極力使用しない体
温保持デバイスの試作をおこなった。材質選
定･加工については材料工学の見地から素材
を選定した。形状は完全に身体を被覆するの
がもっとも保温効率が良いが、一方で処置な
どの患者への治療介入時に邪魔にならない
ような形状を両立させる必要があった。この
点については、東北大学病院に所属する救急
科専門医に日常診療での使用上の問題点と
いった意見を聞きながら細かい仕様につい
て決定した。冷却系は災害時を勘案し、乗用
車のバッテリー(12V)程度の電源で駆動する
冷却装置を試作した。現在、これらのデバイ
スの保温機能や冷却機能の基礎データを収
集中である。 
(3) 今後の課題･目標について 
体温 34～39 度程度の患者を想定し、どの程
度の体温調節機能を有するかを検証する。得
られたデータから、無･あるいは最小限の電
力使用と保温系と冷却系を両立させたデバ
イス開発につなげていく。 
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